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日本の損害保険市場概観

１．会社数（2000 年９月１日現在）：６３社（国内会社３６社　外国会社２７社）

２．事業規模（国内会社）
（１）元受正味保険料（※）：　　９兆３，５９６億円（１９９９年度）

※元受収入保険料は、元受収入保険料（グロス）から諸返戻金を控除した数字。積立保険（貯蓄型保険）の収入積立保
険料を含む。

（２）損害保険新規契約高：　 　１京８，６０５兆円（１９９８年度）
出典：（社）日本損害保険協会

３．保険料規模で見た世界ランク（１９９８年）
１位　　アメリカ　　　３８７，０８０百万ドル
２位　　日本　　　　　　９１，９９１　〃
３位　　ドイツ　　　　　７８，２７２　〃
４位　　英国　　　　　　５７，０３５　〃
５位　　フランス　　　　４２，５９２　〃
６位　　イタリア　　　　２８，１１８　〃
７位　　カナダ　　　　　２４，４８１　〃

出典：SWISS RE 社ＳＩＧＭＡ
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Ｆ：ＦＩＴＮＥＳＳ　・・・　適　格　性
☆　欧米主要国における、異業種からの保険参入に関する規制
国名<根拠法> 参入に必要な手続き 参入にあたっての審査に関する規定
アメリカ
(ニューヨー
ク州)
<ニューヨーク
州保険法>

•  保険事業者に対する出資・株式取得により、支配権を取得支配権を取得支配権を取得支配権を取得
することになるときすることになるときすることになるときすることになるとき＊＊＊＊は、保険監督官の認可が必要。
＊支配権を取得することになるとき：州内保険事業者の議決
権付株式の１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとするときは、支配が
存在すると推定される。

•  保険監督官は、州民の利益保護のために必要と判断する
ときは支配権の取得を否認できる。

イギリス
<保険会社法>

•  保険会社の株式の１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとする１０％以上を取得しようとする者は、
その意図および所定の事項を記載した通知書を国務大臣に送
達する。

•  国務大臣は、左記通知を行った者が保険会社の支配を行
うに適格でないと認める場合等には、異議を通知すること
ができる。

ドイツ
<保険監督法>

•  多大な資本参加多大な資本参加多大な資本参加多大な資本参加＊＊＊＊となる場合には、監督官庁への届出が
必要となる。
＊多大な資本参加：株式会社については、額面資本もしくは
議決権の１０％以上が保有される場合、１０％以上が保有される場合、１０％以上が保有される場合、１０％以上が保有される場合、相互会社について
は、基金の１０％以上が拠出される場合をいう。

•  次の場合には、監督官庁は多大な資本参加または出資割
合の引上げを差し止めることができる。
イ． 資本参加者又は会社の代表者が信頼性に欠ける場合。
ロ． 企業結合の構造が効果的な保険企業の監督を　不可能
にする場合。

フランス
<保険法典>

•  保険会社の株式取得等により、保険会社に直接・間接に
資本参加する場合には、保険契約者および被保険者の利益を
保護するために、参事院の命令をもって定める規定に従って、
予めこれを届出または承認を受ける義務を課することができ
る。

カナダ
<連 邦 保 険 会
社法>

・　国内保険会社の次の株式の取得については事前に大蔵大
臣の認可取得を必要とする。
イ． 発行済株式の１０％以上を取得する発行済株式の１０％以上を取得する発行済株式の１０％以上を取得する発行済株式の１０％以上を取得する場合。
ロ． 発行済株式の１０％以上を有しており、その割合を

増大する場合。

出典：社団法人日本損害保険協会「保険事業に関する海外法制概観」
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☆　保険監督者国際機構（IAIS）：「基本原則メソドロジー」
１． 保険監督者国際機構（IAIS）とは
保険監督者国際機構（International  Association of Insurance Supervisors. IAIS）は、国際レベルおよび国内レベルでの
保険業の監督の向上の確保に協力することなどを目的に掲げ、1994 年に設立された。現在、日本を含み１００以上の管轄
区域（米国では各州）が加入している。

２．基本原則メソドロジーの位置付け
IAIS は、保険契約者保護と金融部門の安定性確保の必要性を認め、保険監督制度の実効性を判断する基準を国際金融界に
提供するため、保険基本原則を策定し、1997 年の IAIS 年次総会（シドニーで開催）で承認した。その後、保険基本原則の
順守状況の評価にあたり、より詳細な手引きが必要であるとの意見が高まり、IAIS は保険基本原則メソドロジーを策定す
ることとした。このメソドロジーは、本年 10 月の IAIS 年次総会で採択される見込みである。

３．基本原則メソドロジー３．基本原則メソドロジー３．基本原則メソドロジー３．基本原則メソドロジー（抜粋）（抜粋）（抜粋）（抜粋）
　３．２　免許制と株主の変更
　原則２＜免許制＞　保険監督当局は、免許交付にあたっては、会社の所有者、取締役及び／もしくは上級管理職の適格性と、

事業計画の健全性を審査しなければならない。・・・（以下略）

　必須規準：監督法において、保険会社の所有者に関し、以下について規定しなければならない。
・ 保険監督当局は、申請企業に直接的/間接的に一定以上の資本参加を行っている自然人及び法人の名称の届出を受ける。
・ 保険監督当局は、資本参加者が以下のいずれかであると推定し得る事実がある場合は、免許申請を拒否する権限を有す
る。（拒否理由：①健全性において危険な経済状況にある場合。②支払能力基準を満たす十分な資産を持たない場合。③
違法な取引に直接又は間接的に関与している場合、もしくは保険会社を犯罪目的で不正利用しようとしている場合（マ
ネー・ロンダリング等）。④実効的な監督を阻害し、もしくは不可能とするような形で申請者と関係がある場合。）

　原則３＜株主の変更＞　保険監督当局は､国内で免許を取得している保険会社の株主の変更につき審査しなければならない。

必須規準：保険監督当局は、株主の変更を拒否する権限を持つ。
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Ｓ：ＳＴＡＢＩＬＩＴＹ　・・・　健　全　性
☆　保険会社の免許付与後の監督規制

保険会社 保険持株会社
報告・資料の提出 金融再生委員会は、保険会社の業務の健全かつ適

切な運営を確保し、保険契約者等の保護を図るた
め必要があると認めるときは、保険会社に対し、
その業務又は財産の状況に関し報告又は資料の提
出を求めることができる。
（保険業法第 128 条第１項）

金融再生委員会は、保険会社の業務の健全かつ適切な
運営を確保し、保険契約者等の保護を図るため、第 128
条第１項の規定により保険会社に対し報告又は資料の
提出を求める場合において、特に必要があると認める
ときは、当該保険会社を子会社とする保険持株会社又
は当該保険持株会社の子会社（当該保険会社と取引す
るものに限る。．．．）に対し、その理由を示した上で、
当該保険会社の業務又は財産の状況に関し参考となる
べき報告又は資料の提出を求めることができる。
（同第 271 条の 11 第１項）

立入検査 金融再生委員会は、保険会社の業務の健全かつ適
切な運営を確保し、保険契約者等の保護を図るた
め必要があると認めるときは、当該職員に、保険
会社の営業所、事務所その他の施設に立ち入らせ、
その業務若しくは財産の状況に関し質問させ、又
は帳簿書類その他の物件を検査させることができ
る。
（同第 129 条第１項）

金融再生委員会は、保険会社の業務の健全かつ適切な
運営を確保し、保険契約者等の保護を図るため、第 129
条第１項の規定による保険会社に対する立入り、質問
又は検査を行う場合において、特に必要があると認め
るときは、その必要の限度において、当該職員に当該
保険会社を子会社とする保険持株会社の事務所その他
の施設に立ち入らせ、当該保険会社若しくは当該保険
持株会社の業務若しくは財産の状況に関し質問させ、
又は当該保険持株会社の帳簿書類その他の物件を検査
させることができる。
（同第 271 条の 12 第１項）
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☆ 異業種から銀行業への参入に関する「運用上の指針」
＜金融再生委員会／金融庁＜金融再生委員会／金融庁＜金融再生委員会／金融庁＜金融再生委員会／金融庁：：：：
新たな形態の銀行業に対する免許新たな形態の銀行業に対する免許新たな形態の銀行業に対する免許新たな形態の銀行業に対する免許・監督上の対応・監督上の対応・監督上の対応・監督上の対応（運用上の指針）（運用上の指針）（運用上の指針）（運用上の指針）・・・・・・・・・抜粋＞・抜粋＞・抜粋＞・抜粋＞

Ｉ．新たな形態の銀行業における主な問題点と免許審査・監督上の対応

　２．事業親会社等の事業リスク遮断の観点

　（２）免許審査及び免許後の監督において留意すべき事項

　　ｂ．免許後の監督において留意すべき事項免許後の監督において留意すべき事項免許後の監督において留意すべき事項免許後の監督において留意すべき事項

ア） 免許付与後のリスク遮断策の履行状況リスク遮断策の履行状況リスク遮断策の履行状況リスク遮断策の履行状況（その確実な履行を免許の条件とする）については、子銀行に対する検査子銀行に対する検査子銀行に対する検査子銀行に対する検査

ないし報告徴求等により確認する。ないし報告徴求等により確認する。ないし報告徴求等により確認する。ないし報告徴求等により確認する。・・・（以下略。）

イ） 免許付与後の事業親会社等の業況については、定期的に、子銀行に対し、事業親会社等の　財務諸表、監査報免許付与後の事業親会社等の業況については、定期的に、子銀行に対し、事業親会社等の　財務諸表、監査報免許付与後の事業親会社等の業況については、定期的に、子銀行に対し、事業親会社等の　財務諸表、監査報免許付与後の事業親会社等の業況については、定期的に、子銀行に対し、事業親会社等の　財務諸表、監査報

告書等、事業親会社等の経営状況告書等、事業親会社等の経営状況告書等、事業親会社等の経営状況告書等、事業親会社等の経営状況・財務諸表を示す資料の提出を求める・財務諸表を示す資料の提出を求める・財務諸表を示す資料の提出を求める・財務諸表を示す資料の提出を求める（免許の条件とする）ことにより確認す

る。・・・（以下略。）

　３．事業親会社等と総合的な事業展開を図る場合の顧客の個人情報保護の観点

（１）基本的考え方

　　　（前略）・・・事業親会社等と子銀行の関係においては、両社のシナジー（相乗）効果を図る観点から、特に、顧客情

報を相互に活用することが予想される。そのため、顧客の個人情報の保護が十分図られているかどうかについて確認す顧客の個人情報の保護が十分図られているかどうかについて確認す顧客の個人情報の保護が十分図られているかどうかについて確認す顧客の個人情報の保護が十分図られているかどうかについて確認す

る必要がある。る必要がある。る必要がある。る必要がある。本問題は、現在、関係省庁等において、個人情報保護法の法制化に向けた検討がなされており、将来、

法制化された場合には、各銀行は、当該法律の規制に服することになる・・・（以下略）。
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☆　個人情報保護基本法制に関する大綱☆　個人情報保護基本法制に関する大綱☆　個人情報保護基本法制に関する大綱☆　個人情報保護基本法制に関する大綱（素案）（素案）（素案）（素案）※

※２０００年９月８日（金）公表時点
－抜粋－
　目的
高度情報通信社会の進展の下、個人情報の流通、蓄積及び利用の著しい増大にかんがみ、個
人情報の適正な取扱いに関し基本となる事項を定めることにより、個人情報の有用性に配慮
しつつ、個人の権利利益を保護することを目的とするものとすること。

個人情報取扱事業者の義務等
（１）利用目的による制限及び適正な取得
ア．個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用目的を明確にする
とともに、当該利用目的の達成に必要な範囲内で個人情報の取得、処理その他個人情報
の取扱いを行わなければならないものとすること。

（中略）
エ．個人情報取扱事業者は、一般的に合理的と考えられる範囲を超えて利用目的を変更して
はならないものとすること。

　※一般的に合理的と考えられる範囲：当初の目的との関連性から社会通念上本人に不測か
つ不当な権利利益の侵害が生じるおそれがない範囲。

　※利用目的を変更する場合には、変更後の利用目的を改めて本人に通知し、又は本人が容
易に知ることができるよう公表等をすることとなる。
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Ａ：ＡＲＭ‘Ｓ　ＬＥＮＧＴＨ

保険業法第１００条の３（特定関係者との間の取引等）

　保険会社は、その特定関係者（当該保険会社の子会社、当該保険会社を子会社とする保険持株
会社、当該保険持株会社の子会社（当該保険会社を除く。）その他の当該保険会社と政令で定め
る特殊の関係のある者をいう。以下この条において同じ。）又はその特定関係者の顧客との間で、
次に掲げる取引又は行為をしてはならない。ただし、当該取引又は行為をすることにつき総理府
令で定めるやむをえない理由がある場合において、金融再生委員会の承認を受けたときは、この
限りでない。
　一　当該特定関係者との間で行う取引で、当該保険会社の取引の通常の条件と著しく異なる条

件で行う資産の売買その他の取引
　ニ　当該特定関係者との間又は当該特定関係者の顧客との間で行う取引又は行為のうち前号

に掲げるものに準ずる取引又は行為で、当該保険会社の業務の健全かつ適切な運営に支障を
及ぼすおそれのあるものとして総理府令で定める取引又は行為


